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リア教育ないし職業教育を実施する「キャリアゼミ」
を隔週で交互に実施するシステムへ移行した。キャリ
アゼミについては，学生の動態を考慮し「教員養成」
「公務員」「スポーツビジネス」の３つを設定すること
とした。
　こうした現状を踏まえ本報告では，「教員養成」「公
務員」「スポーツビジネス」の３コース について，①
コースの目的・目標，②カリキュラムや実施内容，③
今後の課題と展望について整理し，報告する。
Ⅱ．高等教育におけるキャリア教育の課題
　高等教育，特に各大学においては，「キャリアデザ
イン」「キャリアマネジメント」「キャリアガイダン
ス」「キャリアクリエイト」等の名称で，キャリア教
育に関して何らかの授業が展開されていると考える。
花田ら（2011）は，こうした「キャリア」の名称がつ
く授業が多数設置されている状況について「その違い
にはっきりと答えを出せるキャリア教育担当者がどれ
ほどいるであろうか」と疑問を投げかけている 。さ
らに，「キャリア教育を施す主体も教育を受ける客体
も単一ではない。加えて，そのキャリア教育にはどの
程度の時間的投下が必要とされているのか，また，そ
れは課外授業としてのものか正課科目なのか，さらに
は，単位認定されるのか否か等とキャリア教育の内容
を具体的に明らかにすることは難しい。」と指摘して
いる。
　大学を卒業後，大学院等の進学を除きほとんどの学
生が「就職」し，何らかの職業に就くことに鑑みる
と，高等教育におけるキャリア教育の課題の１つは
「大学で学習する専門性が職業と直結しないこと」で
あると考える。本来キャリア教育とは，「一人一人の
社会的・職業的自立に向け，必要な基盤となる能力や
態度を育てることを通して，キャリア発達を促す教
育」を意味し２），どのような職業に就いたとしても必
要となる「基礎的・汎用的能力」３）の育成を目指し
て行われるものである。こうした本来のキャリア教育
の目的を見失ったまま，「なんちゃってキャリア教育」
を実施してきた結果，それが離職率に如実に表れてい
るのではないだろうか（厚生労働省，2018）。
　このような課題に対して，キャリア教育を実施する
大学・授業者は，本来のキャリア教育の目的を理解
し，その授業を受講後学生はどのような能力や態度を
獲得できるのか，その能力や態度が社会に出た時どの
ように役に立つのか等，十分理解していることが重要
である。先述したような高等教育におけるキャリア教
育の課題に対して，本学での実践が何らかの一助とな
るよう，以下，各コースの実践について報告を行うこ
ととする。
Ⅲ．教員養成コース
１．教員養成コースの目的・目標
　教員養成コースの「ゼミナール」での目的と目標は
以下のとおりである。
表１　キャリアゼミ教員養成における目的・目標
「中高保健体育教員に必要な知識，技能，能力，態
度を育成する」
目標１　 教職の適性を確認し，他者と協働しなが
ら，学び続ける態度を身に付ける。
目標２　 保健体育科の教員として，授業を実施す
るために最低限必要な教科専門の知識と
技能，そして教員の日常の職務を遂行で
きる最低限の知識と教養を獲得する。
目標３　 自らの現状を評価して課題を発見し，そ
の課題解決の方法を自ら探究できるよう
になる。
　授業で使用するテキストは，時事通信出版社の『中
高保健体育の完全攻略2020年版』を使用し，後に詳述
するが，その他の問題や教材，ポートフォリオは全て
担当教員が作成した。以下では，上記の目的と目標を
達成するために，2019年度前期の授業でどのような実
践を行ったか報告する。
２．「ゼミナールⅠ（教員養成コース）」の授業の特徴
とカリキュラム
　教員養成コースは大きく，①中・高等学校保健体育
科教員養成，②小学校教員養成の２領域で構成してい
る。本稿では，本学科が中・高等学校保健体育科教員
養成の課程認定のみを受けていることに鑑みて，以
下では中・高保健体育科教員養成の領域のみを報告す
る。
　授業は大きく「教師力養成講座」と「実践力養成講
座」の二つに大別される。
　「教師力養成講座」では，保健体育の10領域（学習
指導要領，体つくり運動，器械運動，陸上競技，水
泳，球技，武道，ダンス，体育理論，保健）について
学ぶものである。目標２で掲げた「授業を実施するた
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めに最低限必要な教科専門の知識」を獲得するため，
教員採用試験を意識した50点満点の問題を，それぞれ
の領域で３種類ずつ作成した。学生は90％以上の得点
を獲得できれば次の領域に進めるが，満たない場合は
同じ領域の他の問題を実施する。同じ領域内で３種類
とも不合格となった場合は，再度最初の問題を解くこ
とになる。
　このような形態をとった意義として，学生は自分自
身の進度で理解を深めていくことができるということ
が挙げられる。2018年度までは一斉に指定された領域
のテストを実施していたが，学習意欲が低下してしま
うという課題があった。そこで，進度に差を設けるこ
とで，学生間に競争原理をはたらかせるとともに，自
らの進度で学習を進めることができるようにしたので
ある。
　「実践力養成講座」は，実際に実技を行い，指導方
法の「コツ」や，当該実技において教員としての課題
を発見し，それを克服することで実践力を高めていく
ものである。2019年度より，中・高保健体育の「ゼミ
ナールⅠ」を担当する教員はそれぞれ，ハンドボー
ル，バスケットボール，器械運動，武道，水泳，ダン
スと，実際に実技指導を行うことができる専門性を
持っている。こうした人的資源を活用しつつ，学生の
教員としての実践力を高めていくことが，「実践力養
成講座」のねらいである。
　この「教師力養成講座」と「実践力養成講座」の二
つを中心として，表２のような年間カリキュラムを編
成した。
表２　キャリアゼミ教員養成の年間カリキュラム
回 内容
① ガイダンス（教採に向けた準備と計画）
② 教師力養成講座①/ 過去問分析と教育観の整理
③ 実践力養成講座（バスケットボール）
④ 教師力養成講座② 
⑤ 教師力養成講座③
⑥ 教師力養成講座④ 
⑦ 教師力養成講座⑤/ 前期振り返りと評価
⑧ 実践力養成講座（器械運動）
⑨ 実践力養成講座（体育理論）
⑩ A小学校研究授業参加（キャッチバレー，プレ
ルボール）
⑪ 実践力養成講座 武道（柔道・剣道）
⑫ 実践力養成講座ハンドボール
⑬ 実践力養成講座（体育理論）（オリパラ中心）
⑭ 実践力養成講座（ダンス）
⑮ 卒業論文発表会　聴講
　「ゼミナールⅠ」の授業は，ポートフォリオを作成
し，学生一人一人が授業の記録を付けるようにしてい
る。学生は，「教師力養成講座」では，①授業のまと
め，②授業を通して発見した教員としての課題，③②
で発見した課題の解決方法，の３点について整理して
いる。また，「実践力養成講座」は上記の３点に加え，
「教師の視点から見た指導のポイント」を整理するこ
ととしている。このポートフォリオは，ゼミナールⅠ
担当教員が手分けをして，毎授業コメントを記入して
返却するようにしている。その際，特定の教員がコメ
ントすることが続かないよう配慮している。これに
より，学生は課題解決に向け，様々な視点から助言を
得ることができ，担当教員は「担当教員全員で教員を
育てている」という意識を醸成することを期待してい
る。
　また，ゼミナールⅠの目玉として，2019年12月３
日，A小学校の体育の公開授業に参加した。A小学校
は平成30年度「体育科」の研究指定校として多くの研
究授業を行ってきた実績がある。本研究授業参加の目
的について，学生には以下のように文書にして伝え
た。
表３　キャリアゼミ教員養成の研究授業目的
　体育学部体育学科の教員養成コース（中高保体）
の学生のためだけに，A小学校が授業を公開して
下さいます。A小学校は2018年度体育科の研究指
定校となっていました。今回，授業研究を校内で
中心に進めていた２名の先生が授業を公開して下
さいます。
　学習指導要領の改訂を契機として，「主体的対話
的で深い学び」の実現，そして授業改善が求めら
れています。しかし，多くの教員が「児童生徒か
ら学ぶ意欲を喚起し，授業のめあてや目標を引き
出す」といった授業を行えていないのが現状です。
特に，中・高等学校においては，教員がめあてや
目標を授業の冒頭で設定してしまう授業が非常に
多いことを危惧しています。「主体的」というの
は，もちろん児童生徒が主体的に学びに取り組む
ことを意味するのであり，中高保健体育の授業に
おいて，どのようにして「主体的対話的で深い学
び」を実現することができるかその手掛かりとな
るよう，今回の公開授業をお願いしました。
　公開授業参加による学生の変容や，キャリア教育と
してどのような能力や態度が身に付いたかについては
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別稿にて報告したい。
　また，A小学校校長や，指導教諭であるX教諭の協
力により，本校だけのために公開授業を設定できたこ
とに対し，ここで感謝の思いを込め，謝辞を述べた
い。
　教員養成コースの課題としては，コースで掲げた目
的・目標に対して，学生がどれほど達成できている
か，またカリキュラムに対して満足できているか等，
定期的なアンケートの実施が必要であると考える。
キャリア教育としてPDCAサイクルをどのように循環
させるかが今後の課題である。
　2019年４月１日現在，日本では189の大学で中・高
保健体育の第一種教員免許状を取得することができる
（文部科学省，2019）。入学定員を教員免許状取得可能
な人数と捉えた時，環太平洋大学は，中・高保健体育
教員を輩出する大学としてかなり上位に位置してい
る。つまり，環太平洋大学体育学部体育学科は，非教
員養成大学でありながら，国内の中・高等学校保健体
育教員の養成において重要な役割を担っており，体育
学科で教員養成に携わる者は，そのような使命を直接
担っているということである。そのような崇高かつ重
要な使命を担っていることを，体育学科で教員養成に
関わる教員は自覚しつつ，教員採用試験の合格者数の
みで評価できない「質」の高い教員の養成に努めてい
きたい。
Ⅳ．公務員コース
１．公務員コースにおける目標と方針
　公務員コースにおける目的・目標は表４の通りであ
る。
表４　キャリアゼミ公務員の目的・目標
目標
文武両道で「折れない・辞めない」精神力を通じ
て，人間力の向上と地域や国の安全・安心を担う
強い人材の育成。
方針
① 部活動との両立に向けて，公務員対策に合格す
る為の計画と効率よく勉強する為の方法を考え，
自主的な勉強を通じた課題探求力，問題解決力
の育成。
② 対策講座の進捗度を週に一度まとめ，自身の不
安な気持ちや苦手な部分の把握と自主的な対策
　 の促進。
③ 同じ公務員対策試験合格を目指す仲間との情報
交換や励まし合いを行う事による，組織として
の協同性やコミュニケーション力の育成。
④ 柔道・剣道を通じた日本伝統文化としての礼節
や態度の習得と武道本来の目的である稽古を通
じた人間形成を目指し，自身に何が足りないの
かを常に追求する向上心の育成。
　本学公務員コースでは，公務員採用試験の合格を目
指した学生が上記目標と方針のもと日々勉学に励んで
いる。公務員試験においては社会科学や人文科学，自
然科学及び，数的推理，判断推理など幅広い分野から
出題される。その為多くの知識を蓄えなければなら
ず，特に試験前の３年生後期から４年生前期の期間
は，勉強時間を多く取らなければならない。しかし本
学は，部活動にも力を入れている為，３～４年生は上
級生としてチームを牽引する存在となり部活動として
も重要な時期である。この事から，部活動と公務員対
策勉強の文武両道を目指し，困難な状況であっても折
れずに途中で諦めない事により人間的成長をする事が
大きな目標となっている。
２．ゼミナールにおける公務員コースのカリキュラム
と特徴
　本学では立志会と呼ばれる公務員採用試験合格に向
けた学内組織があり，授業時間外（立志会所属学生の
空いている時間等も含む）において予備校レベルの公
務員対策講座を学内で受講ができるようになってい
る。ゼミナールにおいては，社会科学分野の政治経済
と面接対策を専門に行い，知識を深めている。また，
授業時間毎に対策講座に関する確認シートを配布し，
①本時の内容確認②本時における不明であった点③公
務員試験に向けての自信を確認した。授業時に学んだ
内容をゼミ担当教員が確認でき，学習の進捗状況が把
握できるとともに，授業で学んだ内容の見直しに活用
できるようにまとめている。
　「ゼミナールⅠ」において，表５のような年間カリ
キュラムを編成した。
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表５　キャリアゼミ公務員の年間カリキュラム
回 内容
① ガイダンス（公務員試験に向けた準備と計画）
② 政治基礎①（社会契約説）
③ 政治基礎②（国会）
④ 政治基礎③（内閣）
⑤ 政治基礎④（裁判所）
⑥ 政治基礎⑤（地方自治）
⑦ 前期末確認テスト及び前期まとめ
⑧ 政治基礎⑥（国際政治）
⑨ 政治基礎⑦（基本的人権）
⑩ 経済基礎①（需要と供給）
⑪ 経済基礎②（企業形態）
⑫ 経済基礎③（金融政策）
⑬ 経済基礎④（財政政策）
⑭ 経済基礎⑤（貿易）
⑮ 卒業論文発表会への参加
　ゼミナールⅠについては，試験対策として政治経済
を１時間毎に細かく分けて学習を行い，知識を深める
事を目標としている。ゼミナールⅠにおいて政治経済
を専門に行う理由は，公務員採用試験におけるメイ
ン科目であり，多くの暗記が必要となる事が挙げられ
る。前述した立志会においても政治経済は対策を行う
が，立志会は３年生後期からスタートする組織である
為，比較的身近な科目として本格的な勉強への意識付
けをさせる意図も込められている。
　しかしながら，採用試験合格を成し遂げて終了では
なく，本学公務員コースでは「文武両道で「折れな
い・辞めない」精神力を通じて，人間力の向上と地域
や国の安全・安心を担う強い人材の育成」が目標であ
る為，各々の勤務地へ入職までの意識を高める取り組
みが必要である。
　本学独自の取り組みとして，現役警察官による護身
術（逮捕術は警察内部のみで行わなければならない為
実施は不可能であった）訓練と消防学校見学会を実施
した。どちらも全員参加を必須に受講させたが，現役
警察官及び消防官（消防学校教員）による見事な技術
や公務員としての心構え等を学生に伝えて頂いた為，
学生にとって非常に良い経験となった。
３．公務員コースの今後の展望
　本学の警察官就職率（実際に入職した者）に関し
て，2018年度は31人が警察官として入職したが，2019
年卒業生に関しては37人，2020年卒業予定者に関して
は56人（現在）であり，今後さらに人数が増える見通
しが立っている。本学は開学13年であり，本学より警
察官採用者数の多い大学と比較しても開学年が本学よ
り遅い大学は存在していない。
　前述した立志会の50％以上が体育学科の学生であ
り，公務員採用試験合格率に大きな影響を与えてい
る。今後，さらに右肩上がりに成長する為に，ゼミ
ナールにおける学習による意識付けと文武両道で努力
を続ける伝統をこれからも継続し，尚且つ「強い公務
員」の育成に尽力していきたい。
Ⅴ．スポーツビジネスコース
１．スポーツビジネスコースにおける目的と目標
　スポーツビジネスコースでは，主に企業就職に向け
たキャリア教育を想定し，スポーツビジネスコースの
目的と目標は表６のように設定している。
表６　キャリアゼミ企業の目的・目標
企業人に必要な知識，技能，能力，態度を育成する
目標１　 自身の適性を確認し，適切なキャリアビ
ジョンを設定することができるようになる。
目標２　 早期化している就職活動において，自らの
現状を評価して課題を発見し，その課題解
決の方法を自ら探究できるようになる。
　上記の目標を達成するために，毎時，振り返りレ
ポートを提示し，内容から自身の課題を考え，就職活
動に取り組むにあたっての課題を明確化できるよう実
施した。
２．スポーツビジネスコースの特徴とカリキュラム
　近年，経団連が設定する就活ルールの廃止が議論さ
れるなど，早期化し始めている就活時期への対応が求
められている。そこでスポーツビジネスコースでは，
年々，高まっているインターンシップへの参加を促す
ために，カリキュラム前半は，インターンシップに関
する内容を中心に設定した。カリキュラム後半は，実
際にグループディスカッションや履歴書を用いた面接
など，就職活動で体験するであろう具体的な活動を就
職支援関連企業の協力のもと，活動のフィードバック
や点数評価することにより，実体験できるカリキュラ
ムを編成した（表７）。
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表７　キャリアゼミ企業の年間カリキュラム
回 内容
① ガイダンス（就活に向けた準備と計画）
② 業界研究
③ 企業研究
④ インターンシップ対策講座➀
⑤ インターンシップ対策講座②
⑥ プロスポーツ業界に関する講話
⑦ ４年生によるインターンシップ体験報告会
⑧ スポーツビジネス業界に関する講話
⑨ 自己分析ワークショップ
⑩
パネルディスカッション「体育会の経験がどう
社会で活きるのか」
⑪ 模擬インターンシップ体験講座➀
⑫ 模擬インターンシップ体験講座②
⑬ 履歴書を用いた面接体験講座
⑭ ビジネスマナー講座
⑮ 卒業論文発表会への参加
　カリキュラム前半における業界研究では，「自身の
興味のある業界」を２つ選定し，４人から６人グルー
プにて，業界に関するプレゼンテーションを実施し
た。グループ内にて，興味を惹かれた業界をピック
アップし，他グループに対して，どのような部分に興
味が引かれたのかを再びプレゼンテーションする形
式で実施した。続けて，企業研究において，「興味を
もった業界ランキング１位の企業」「スポーツ関連企
業」「出身地を本社とする企業」を選定基準とし，３
社の企業紹介を業界研究と同様の体制にて実施した。
　このような体制をとった意義として，自身の適正に
あった企業を自身で選定できるようになるためであ
り，幅広い業界や様々な企業が存在していることを他
者と協力して情報収集する力を得るためである。本学
の学生は，企業就職に挑むにあたって，グループワー
クやディスカッションでの活動に不慣れであることが
課題とされてきていた。そのため，このような取り組
みにおいて，グループワークやディスカッション活動
に必要な協調性やコミュニケーション能力を高めるこ
とが狙いである。他者と協働して，業界や企業を知る
ことで，自分一人では，興味関心を持たなかった業界
や企業を知ることとなり，どのようなポイントをもと
に，業界や企業を探すことが求められるのかを学ぶ機
会にもなっていると考える。
　次に，インターンシップ対策講座として，マイナビ
の協力のもと，現在のインターンシップの状況や他大
学の情報を得る機会を設定した。年々，インターン
シップへの参加率が高まるなか（図１），このような
機会を設定することで，早期化する就職活動におい
て，具体的な活動を明示することにつながっていると
考える。
図１　2020年卒マイナビ大学生広報活動開始前の活
動調査
　また４年生によるインターンシップ体験やスポーツ
に関する業界の講話（プロスポーツ，スポーツビジネ
ス，体育会経験者）を設定することで，体育学科や部
活動での経験が社会にどのように活かされるのかにつ
いての理解を促すことにつながる取り組みであったと
考える。
　カリキュラム後半では，実際に採用試験と同様の取
り組みを実施した。模擬インターンシップ体験では，
「これからの社会で求められるAIの活用事例」につい
て，グループワークを２時間かけて実施した。実際の
評価項目を活用し，教員がグループワークの活動を評
価し，フィードバックまで行った。履歴書を用いた面
接体験では，実際に企業にて人事を務める方々をお呼
びし，面接官として面接を実施した。
　これらの活動では，就職活動において，どのような
ことがチェックされているのかを知る機会となったと
考える。今後，実際に就職活動に向かうにあたって，
意識するポイントを自身で明確化できる取り組みであ
る。
　このように本学では，企業就職に向けて，他学年や
実際の人事担当者，体育・スポーツ系大学出身者に協
力を得ることで，就職活動の実体験を実践できたと考
える。
３．スポーツビジネスコースの今後の展望
　今後の課題として，スポーツビジネスコースで取り
組んだ活動が，学生の今後のキャリアビジョンにどの
ように影響を及ぼしているのかについて，評価が必
要である。実際に，夏季インターンシップの参加率
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は，72％（92人中67人）となっており，９月以降のイ
ンターンシップを含めるとほとんど学生がインターン
シップへ参加している可能性がある。このような状況
が自身の適正にあった就職につながっているのかを縦
断的な調査を実施することで把握することが求められ
るだろう。早期化してきた就職活動において，取り組
みを早めるといったことに終始せず，学生自身が適切
なキャリアビジョンを設定し，キャリアプランを作る
ことが可能なキャリア教育の体制を確立していくこと
に努めたい。
Ⅵ．おわりに
　2019年度，体育学科は３年次から「ゼミナールⅠ」
の展開を，学生の動態を踏まえて変更し新たな運営方
法へ変更した。具体的には，体育科学の専門性を高め
る「専門ゼミ」と，それぞれの進路についての職業教
育を行う「キャリアゼミ」を隔週で開催してきた。本
稿の執筆が年度の途中であるため間に合わなかった
が，今後このようなキャリア教育がどのような成果を
あげたのか，目標やカリキュラムへの到達度，学生の
満足度等を定期的に調査し，そのうえで教育効果を精
査するべきである。学生の就職率だけに目を向けるの
ではなく，学生に何がみについたのか把握し，その上
で体育学科のキャリア教育を戦略的に展開する必要が
ある。
　最後に，今後の課題としては教員の専門性と協力体
制をどのように確保していくかがあげられる。大学の
教員の多くは研究職以外の採用試験を受けた経験がな
いため，教員自身も学び日々変化するキャリア教育に
ついて専門性を高めていく必要がある。また，今回の
ゼミナールの取り組みについては，体育学科教員の全
面的な協力を得て実施されたが，今後も継続した協力
体制が不可欠である。
脚注
１） 例えば大学案内や大学ホームページ等で確認する
ことができる。
２） キャリア教育は，2008年の中央教育審議会答申
「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の
在り方について」の，「第１章キャリア教育・職
業教育の課題と基本的方向性」において定義さ
れている。初等・中等教育において「キャリア教
育」という場合，同答申の定義を用いることが一
般的であると言える。
３） 基礎的・汎用的能力の具体的内容については，
「仕事に就くこと」に焦点を当て，実際の行動と
して表れるという観点から，「人間関係形成・社
会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題対
応能力」「キャリアプランニング能力」の４つの
能力に整理される。
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